４．各部局・特別委員会活動報告
（１）事業企画部
Ａ．概要
ア．新型コロナウイルス感染拡大防止のため、指導者研修会や地域団体長会議は、内容変更や時間を短縮しての開催などの対応に迫られた１年であった。

イ．指導者研修会は、多くの参加者が集まっての開催が難しい状況であったため、事業企画部員を中心とした役員と講師がZoomを活用してオンラインで開催した。他の役員については、あらかじめ質問などの募集をした上で、録音や文字での報告を後日配布する形で行うことができた。

ウ．毎年地域別に開催されている福祉大会は、それぞれ形を変えて開催した。

エ．各地域での事業実施が困難な中でも、視覚障害者が交流し楽しめる事業を企画する目的で、Zoomを利用した「オンラインいきいき教養講座」を年度末に多く開催した。参加者が操作に習熟する必要があるなどの課題はあるが、一方で遠方からの参加が可能となることや時間的な拘束が少ないなどの利点もある。そのため、今後、新型コロナウイルス感染終息後においても活用していきたい。

オ．正副会長や他の部局と連携しながら、横断的な課題への取り組みを引き続き行った。

カ．障害者権利条約の批准と完全実施を目指す京都実行委員会に委員を派遣し、視覚障害当事者としての意見の反映に努めた。

Ｂ．会議

年度前半は予定していた行事が中止となり開催できなかったが、後半はZoomも活用しながら、原則月１回のペースで部会を行った。
（府内北部地域支援部、府内南部地域支援部、京都市内地域支援部共通事項）
合同の地域団体長会議を年１回、各地域別の団体長会議を適宜開催した。
（２）府内北部地域支援部
ア．地域団体長と北部担当の地域支援部員との合同会議を２回開催した。
イ．京都府内北部地域巡回懇談会を、１１月６日から１２月３日にかけて、８地域団体を対象に６会場で７回実施した。各地域の課題や会員からの要望を知るとともに、今後の本会活動への希望を聞く貴重な機会となった。
ウ．2018年９月に立ちあげた北部拠点準備委員会を継続し、今年度も７月に委員会を１回開催した。しかし、６月の開所予定であった北部拠点については、新型コロナウイルス感染拡大と、運営及び予算計画に対する本部と地元・準備委員会との一致点が見出せなかったため、開所を順延した。その後、７月２６日の第２回理事会において、今年度設置の凍結とセンター長、当事者相談員の人事及び事務員の公募を白紙撤回する執行部提案を採択した。その後、京都府内北部地域巡回懇談会で各地域団体の意見聴取を行ったが、福知山市での拠点設置に対する期待よりも、各地域での巡回相談、訓練、研修、交流などの一層の充実を求める声が大半であった。この結果を踏まえて、１月３１日の第５回理事会で検討した結果、福知山市から借用してきた場所については返却することを決定し、２月に実施した。
エ．１０月３日、南丹市で開催された白杖安全デー北部集会において、企画や当日の準備について支援した。
オ．府内北部地域福祉大会については、多くの参加者を集める催しが困難だったことから、各地域からの参加者に定員を設け、綾部市で府内北部地域福祉懇談会として、３月１５日に開催した。
（３）府内南部地域支援部
ア．南部アイセンターは、センター長が交代し、新型コロナウイルスの影響で職員以外がセンターに立ち入れない中での年度スタートとなったが、６月頃からは実施できる事業から再開するように努力した。年間を通して見ると、サロンやサークルもほぼ通常通り再開となり、また高齢者社会生活教室における講演会や学習会なども開催し、コロナ禍においても、南部の拠点として皆の集える場としての役割を果たすことができた。

イ．白杖安全デー南部集会は、１０月４日に南宇治コミュニティセンターにおいて参加人数を制限しての開催となったが、パレードや街頭啓発ができなかった代わりに、地元の「宇治鳳凰ロータリークラブ」様のご協力を得て、手引きの研修や交流という新たな啓発活動ができ、開催地の宇治市視覚障害者協会を中心に、南部地域団体で構成する実行委員会と地域支援部が協力し、成功させることができた。

ウ．毎年開催している地域別福祉大会の開催は、緊急事態宣言の再発令もあり中止した。その代わりとして、３月１３日に南部地域団体長・アイセンター運営委員・南部地域支援部合同会議を開き、新型コロナウイルスワクチン接種についての各市町村への要望活動や、南部サテライト事業の進め方などについて意見交換した。

エ．会議としては、南部地域支援部独自のものはできなかったが、南部地域団体長・アイセンター運営委員・南部地域支援部員合同会議を２回開催した。

オ．今後の課題

　　南部サテライト事業の重要性を考え、京都ライトハウス・視覚障害者支援センター・京視協と地域団体が協力して、より有意義なものにしていくためには、地域支援部として当事者目線での役割を果たしていくことが求められると考える。

　　また南部地域において、本会が組織できていない地域があり、既存の地域団体へ組み入れるなどの対策が必要である。

（４）京都市内地域支援部
ア．京都市内地域団体長会議を１回行い、来年度の京都市へ対する予算要望についての検討、各団体が抱える課題などを共有した。
イ．第５４回白杖安全デーの実行委員会に部員を派遣し、今年度新たな取り組みとして行った動画配信に向け、動画作成などに協力した。
ウ．京都市内地域福祉大会については、今年度も新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、やむなく中止とした。
（５）互助部
コロナ禍での日視連全国大会の中止にともない、旅行の企画などは実施できなかった。また、京都ライトハウスを会場とする新年のつどいも中止となり活動ができなかった。

コロナ禍における互助のあり方などが今後の検討課題となった。

（６）職業部
Ａ．「目の見えない人・見えにくい人の仕事サロン」（Zoom開催、第１回～第３回）
　　賛助団体との共催で行った「仕事サロン」で、参加者と課題を共有した。今年度の特徴は以下の諸点である。
ア．2012年８月以来、ほぼ３か月に１度継続的に開催してきた「仕事サロン」は、コロナ禍で８月の開催を見送ったが、それ以降はオンラインで３回開催した。その結果、東北・関東・中部・四国・九州地方からの参加があり、新たなつながりが生まれるとともに、幅広い情報を吸収することができた。また、「一人ひとりの発言をみんなで受け止める」という方針を冒頭に共有したうえで、参加者が自由に話せる場も大切にし、悩みを抱えている方に寄り添う雰囲気をオンライン上で醸成することができた。
イ．以前の参加者に案内を送付することにより、支援を必要としている人が埋もれることのないよう努力した。
ウ．オンラインのメリットを生かし、就労支援に携わっておられる方、十数年メーカーで勤務されている視覚障害の方を関東から講師として招いて開催した。また、講師を招かず、参加者が自身の思いをゆっくり語れる場も設けた。
Ｂ．広報活動
　　視覚障害者就労相談人材バンク有志が自身の体験を綴り、職業部員も編者となって２月に発行が実現した書籍『あまねく届け！光 ～見えない・見えにくいあなたに贈る３１のメッセージ～』を、「点字京都」や「仕事サロン」で広報し、視覚障害者の就労実態を伝える取り組みを行った。
Ｃ．府内における視覚障害者の就労支援強化に向けた取り組み
ア．本会の相談支援係と共に、京都ライトハウスのＦＳトモニー・鳥居寮と懇談の場を持ち、府内における視覚障害者の就労支援強化に向けて方策を検討した（１２月）。
イ．「雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業」に関するニーズについて三療部・音楽部と共に検討（１１月）したほか、職業部独自でニーズ集約に努めた。
ウ．京都市障害者就労ピアサポートの運営に対し、部員２名が運営委員としての役割を果たした。
Ｄ．今後の課題
ア．京都ロービジョンネットワークの充実に伴い就労関係の相談が増えている中、関係機関と連携しながら、京都における就労支援の仕組みを構築していくことが重要である。
イ．コロナ禍で昨年度・今年度と開催できなかった「視覚障害者就労問題懇談会」の開催準備を進めるとともに、就労支援機関職員を対象とした研修会等の実施方法を検討することが重要である。
ウ．三療部・音楽部と話し合いを持つなどして、視覚障害者の就労のあり方についての総合的な検討が必要である。
エ．オンラインによる「仕事サロン」では参加が困難な方がおられることから、オンラインと会場での開催を両立できる方法を模索していくことが必要である。
Ｅ．会議・研修
部会
３回（オンライン）
「仕事サロン」企画会議
５回（オンライン）
京都市障害者就労ピアサポート運営委員会
２回（内１回は書面開催）
全国視覚障害者雇用促進連絡会（雇用連）主催の講演「重度障害者等に対する通勤や職場等における就労支援事業について」への参加
（７）情報宣伝部
Ａ．点字京都について
行事案内、活動報告等、情報提供に努めた。新型コロナウイルス特集号を発行し、情報提供を行った。iPhone 向けにＨＴＭＬ版のメール添付を開始した。
Ｂ．京視協ホームページの運営について
点字京都、メールマガジン「色鉛筆」からの記事により定期的な更新を実施した。
Ｃ．メールマガジン「色鉛筆」の発行
ア．ホームページの内容充実、新たな形態での障害当事者への働きかけ、市民啓発などを目的に、メールマガジンの定期発行を引き続き実施した。
イ．さえずり会の協力による「さえずりジョッキー」デイジー版への収録という形態で、メールを利用していない会員向けの情報提供を引き続き実施した。
ウ．書籍化が2021年５月に実現の運びとなった。「見えない地球の暮らし方　見えない・見えにくい人のリアルな日常レポート集」として発行（予定）。広く寄付を募り、多くの方から制作資金への協力を受けた。
Ｄ．Zoomの導入
　　新型コロナウイルス対応のため、オンライン会議サービス「Zoom」の導入を事務局の協力のもとに実施した。
Ｅ．会議
ア．部会　６月７日、オンラインにて実施。また随時Ｅメールを利用して行った。
イ．点字京都編集委員会　３月１１日、オンラインにて実施。
ウ．メールマガジンの編集運営会議　基本的に週１回定期的に実施
Ｆ．今後の課題
ア．点字京都については、より会員のニーズに即した情報提供ができるよう、内容面の議論を進めていきたい。
イ．点字京都のテープ版の制作については、コピー用カセットテープの新規購入が困難になってきたことに加えて、現在保有する機器のメーカーによる保守も終了したため、その存続が一層困難になりつつある。可能な限り発行を続けながら、現実的な対応を議論し、テープ版利用者への今後の情報提供に対して、サポート体制の構築を進める必要がある。
ウ．ホームページについては、一般市民や会員以外の視覚障害者に本会の活動を知らせる場であるというスタンスに立って、より一層の内容充実を図る。また、運営体制を強化する方策を引き続き議論する。
エ．メールマガジンについては、より一層運営体制の強化を図る。
（８）市民啓発部
Ａ．概要
ア．コロナ禍により、市民に対する啓発活動やサポートボランティアフォローアップ研修会は計画通りに実施することができなかった。しかし、これまでの活動を振り返り、実現可能な諸活動についての立案や新たな工夫点を整理し、来年度に向けての準備ができた。

イ．今年度の計画の一つ、講師育成の一環として、ベテラン講師の講演等を参観いただくよう、積極的に声掛けができた。今年度は新型コロナウイルス感染拡大のため講師派遣依頼が激減したが、来年度は実際に講師として学校等を訪問し活動していただきたい。慣れないうちはベテラン講師が同行し、フォローできるような体制も作っていきたい。
ウ．毎年梅小路公園で実施されている「ほほえみ広場」は、主催者の判断で中止となり、参加できなかった。
エ．例年どおり「あい・らぶ・ふぇあ」を担当し、実行委員会に部員２名と協力員１名を派遣した。

オ．点字指導者研修会を２会場で開催した。南部会場は読書バリアフリー法について、北部会場は「点訳のてびき」の改定ポイントについて解説し、点訳ボランティア及び視覚障害者当事者に情報提供を行った。
Ｂ．実施事業

ア．サポートボランティアフォローアップ研修会
２月１２日に開催を予定していたが、緊急事態宣言の発令により中止した。今年度の募集要項等は来年度に活用する。

イ．派遣講師の育成
新型コロナウイルスの感染拡大を考慮し、大規模な研修は行わず、講師希望の方に個々に声掛けを行い、ベテラン講師による講演を体験してもらった。

ウ．点字指導者研修会
２月２６日　南部会場　京都ライトハウス
３月１１日　北部会場　舞鶴市　西駅交流センター
Ｃ．会議

ア．京都視覚障害者ボランティア連絡会例会 
対面の会議は行わず、各ボランティア団体の活動報告をレポートにて共有した。

イ．京都インクルーシブ教育を考えるシンポジウム会議
中止
ウ．ほほえみ広場実行委員会

中止
エ．部会
３回
部会が開催できない時は、メールを活用し、連絡や相談を行った。
Ｄ．今後の課題

ア．視覚障害者サポート講座の受講生が、実際にボランティア活動をしていただけるような継続的なフォローと、育成等の取り組みを行う。今年度中止したサポートボランティアに登録いただいている方へのフォローアップ講座を来年度はぜひ開催したい。
イ．講師育成を目的とした、実際の講演を見ていただく取り組みは今後も継続して続けていきたい。また、実際に学校等に派遣して、経験を積んでいただきたいと考えている。
ウ．コロナ禍でも開催できる研修会を模索する。部員でアイデアを出し合い、例年通りの活動ができるよう工夫したい。

（９）生活環境改善部
ア．郵便局窓口での代筆など、視覚障害者対応について京都中央郵便局と懇談を行った。その結果、近畿圏内の郵便局を統括する機関から圏内にあるすべての郵便局に対し、金融庁から通達されている指針を改めて徹底するよう通達が出された。
イ．点字ブロック敷設や音響信号の設置などの要望を聞き、当事者とともに行政や警察本部など関係機関と話し合いを行った。特に視覚障害者協会相楽会からの要望については本会からも要望書を提出した。
ウ．京都府タクシー協会に対しドライバーの資質向上やコールセンターの存続などを書面にて要望した。
エ．京都市身体障害者団体連合会が主催する京都市交通局との懇談会に委員を派遣した。
オ．京都市が主催する交通関係の委員会や審議会に委員を派遣した。
カ．第５４回白杖安全デー実行委員会に委員を派遣した。
（10）文化部
Ａ．概要
ア．文化部の最大行事である「文化祭典」は、団体での出演が多いこと・練習を何度も行わなければならないことから、新型コロナウイルスのクラスター発生を防ぐ目的もあり、早々に中止を決めた。
イ．手で触れる日展鑑賞会を今年度も「五感で楽しむ会」というクラブで実施し、文化部としてはそれを応援した。
ウ．最近点字の読み書きのできる視覚障害者が減少傾向にある。文化部としても何らかの動きをしたい。
Ｂ．文化活動
ア．副音声による上映体験会
１２月７日　「はなちゃんのみそ汁」　
会場　京都ライトハウス
参加者　２５名
イ．手で触れる日展鑑賞会への協力
１２月２０日　京都市京セラ美術館にて実施。
視覚障害者の参加は１０名、京都教育大学の学生など総勢四十数名の参加があった。
Ｃ．会議
ア．部会
１回
イ．各種打ち合わせ
４回
（11）スポーツ部
Ａ．概要
ア．新型コロナウイルスの影響により、体育大会をはじめ、府内北部地域で計画していたスポーツ行事を実施することができなかった。ゴールボール大会は規模を縮小し開催できたが、コロナ禍におけるスポーツの役割は健康の保持・増進だけでなく、ストレス解消や免疫力を高めるためにも大きいと感じた。新型コロナウイルス感染対策を取りながら継続して実施したい。
イ．京都市主催の体育大会は今年度で終了するが、運動不足になりがちな視覚障害者に、一つでも多くのスポーツの機会を提供できるよう、新たな取り組みを検討する。
ウ．部の後継者問題については、引き続き課題として取り組む。
Ｂ．会議
ア．日視連スポーツ協議会代表者会議
１回
イ．日視連近畿ブロックスポーツ部会
１回
ウ．京都障害者スポーツ振興会代表者会議
中止
エ．部会
４回
（12）経理部
Ａ．概要
ア．昨年度末より新型コロナウイルスの感染拡大による影響が始まり、今年度は、本会の総収益の７割を占めていたガイドヘルパー派遣収益が、外出自粛により大きく影響を受けた大変厳しい一年であった。
イ．年度当初より大幅な赤字額が予想される中、その対策として持続化給付金等の各種助成金収益の活用、雇用調整による休業実施や賞与カットなどの人件費削減を行った。全国大会をはじめ多くの行事が中止されたことによる費用の抑制や、７０周年記念誌発行とりやめによる戻し入れなどはあったものの、本業収益に直接関連のないものであるため、最終的には本会にとって大きな痛みを伴う年となった。
ウ．顧問税理士をはじめ、事務職員による再三にわたる予想見直しをせざるを得なかった。
エ．本会会計は直ちに破綻するものではないが、決して楽観視できる状況ではなく、来期も厳格な対策と資金管理が必要である。
Ｂ．会議

ア．監査会

2019年度決算に対する監査
５月２９日 京都ライトハウス
2020年度中間監査
１１月２０日 京都ライトハウス
2020年度最終監査
2021年５月２７日予定
イ．顧問税理士によるチェック
１２回

ウ．行政折衝
２回

エ．部会
２回
（13）ＩＴ活用支援部
Ａ．概要
ア．パソコン、デイジー録音再生機ＰＴＲ３など、ＩＴ関連機器講習会の講師調整を行った。また、それらの講習会に講師を派遣した。
イ．初めての試みとして、スマートフォンユーザー向けにスマホサロンを開催した。
ウ．昨年度にも増して、スマートフォンの講習をやってほしいという声をよく聞くようになった。来年度には、スマートフォンの講習会が開講できればと思う。
エ．引き続き、各種機器の指導にあたる講師の掘り起こしが必要である。
Ｂ．主な活動内容
　　京都市および京都府委託のパソコン講習会の講師調整を行った。また、それらの講習会に講師を派遣した。
　　南部で開講されたデイジー講習会、ＡＩスピーカー体験会に講師を派遣した。
　　城陽支部主催の視覚障害者向け活字読み取りソフトの講習会に講師を派遣した。
　　京都ライトハウスと南部アイセンターでスマホサロンを開催した。
Ｃ．会議
　　　　部会
５回
